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十勝信用組合 

 



令和７年４月１日 

十勝信用組合 

 

個人情報保護宣言 
 
当組合では、個人情報保護および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の重要性に鑑

み、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（以下「法」という。）、行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25年 5月 31 日法律第

27 号）、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン等の関係法令等（以下「法令等」と

いいます。）を遵守して以下の考え方に基づきお客様の個人情報等を厳格に管理し、適正に取扱

うとともに、その正確性・機密保持に努めます。 

 また、本保護宣言につきましては、その内容を適宜見直し、改善してまいります。 

 当組合は、本保護宣言を当組合のインターネット上のホームページに掲載し、または、各店舗

の窓口等に掲示し、もしくは備え付けることにより、公表します。 

 

 

１．個人情報の利用目的 

当組合は、法令等に基づき、お客様の個人情報等を、別紙の業務内容ならびに利用目的の

達成に必要な範囲で適正に利用し、それ以外の目的では、法等で認められる場合のほか、利

用いたしません。 

また、個人番号については、法令等で認められている利用目的以外では利用いたしません。 

  なお、個人情報の利用目的を変更した場合は直ちに公表いたします。 

 

 

２．個人情報の適正な取得について 

当組合では、上記１．で特定した利用目的の達成に必要な範囲で、適法かつ適正な手段に

より、例えば、以下のような情報源から、お客様の個人情報等を取得いたします。なお、法

第２条第３項に定める要配慮個人情報を含む「金融分野における個人情報保護に関するガイ

ドライン」に定める機微情報は、法令等で認められている場合以外は、取得いたしません。 

 （１）預金口座のご新規申込の際にお客様にご記入・ご提出いただく書類等により、直接提

供していただいた情報 

  （２）電子交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供された情報 

  （３）商品やサービスの提供を通じて、お客様からお聞きした情報 

 

 

３．個人データの第三者提供 

当組合は、法令等で認められている場合を除き、お客様の同意なしにお客様の個人データ

を第三者へ提供いたしません。また、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、

法令等で認められていない限り、お客様の同意があっても、これを第三者に提供いたしませ

ん。 

ただし、当組合は、外国の法令等の要請により、外国の税務当局等に個人データを提供す

る場合があります。当組合は、お客様に当該機関の名称及び所在国、その他の法令等により

必要とされる事項に関する情報提供を行ったうえで、同意を得るものとします。 



４．個人データの委託 

当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で、例えば、以下のような場合に、個人データお

よび個人番号に関する取扱いを外部に委託することがあります。その場合には、適正な取扱

いを確保するための委託契約締結、実施状況の点検などを行います。 

（１）お客様にお送りするための書面の印刷または発送に関わる業務を外部に委託する場合 

（２）情報システムの運用・保守に関わる業務を外部に委託する場合 

 

 

５．個人データの共同利用 

当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で個人データを当組合が別紙に表示する特定の者

と共同利用しております。但し、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、共同

利用をいたしません。 

 

 

６．個人情報等の安全管理措置に関する方針 

当組合では、取扱う個人情報等の漏えい･滅失等の防止その他の個人情報等の安全管理の

ため、組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術的安全管理措置

を講じ、適正に管理します。 

また、役職員には必要な教育と監督を、業務委託先に対しては、個人情報等の安全管理が

図られるよう必要かつ適切な監督に努めます。当組合における個人データの安全管理措置に

関しては、当組合の内部規程等において定めておりますが、主な内容は以下のとおりです。 

（１）個人データの適正な取扱いの確保のため、関係法令・ガイドライン等を遵守するとと

もに、下記８．のご質問・相談・苦情窓口にて、個人データの取扱いに関するご質問・

相談および苦情を受け付けることとしています。 

（２）取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者お

よびその任務等について策定しています。 

（３）個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う職員

および当該職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、法令等や内部規程等に違反し

ている事実またはそのおそれを把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備していま

す。また、個人データの取扱状況について、定期的に自己点検を実施するとともに、他

部署による監査を実施しています。 

（４）個人データの取扱いに関する留意事項について、職員に定期的な研修を実施していま

す。また、個人データについての秘密保持に関する事項を就業規則に記載しています。 

（５）個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理および持ち込む機器等の制限

を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲覧を防止する措置を実施して

います。また、個人データを取り扱う機器、電子媒体および書類等の盗難または紛失等

を防止するための措置を講じるとともに、当該機器、電子媒体等から容易に個人データ

が判明しないよう措置を実施しています。 

（６）アクセス制御を実施して、担当者および取り扱う個人情報データベース等の範囲を限

定しています。また、個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセスま

たは不正ソフトウェアから保護する仕組みを導入しています。 

 



７．お客様からの開示、訂正、利用停止等のご請求 

（１）開示のご請求 

      お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データまたは第三者提供に係る記

録の開示のご依頼があった場合には、原則として開示いたします。 

（２）訂正等のご請求 

      お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの訂正等（訂正・追加・削

除）のご依頼があった場合には、原則として訂正等いたします。 

（３）利用停止等のご請求 

      お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの利用停止等（利用停止・

消去）のご依頼があった場合（法令等に基づく正当な理由による。）には、原則とし

て利用停止等いたします。 

（４）ダイレクトメール等の中止 

      当組合は、当組合からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送

付やお電話等での勧誘のダイレクト・マーケティングで、個人情報を利用することに

ついて、これを中止するようお客様よりお申出があった場合は、遅滞なく当該目的で

の個人情報の利用を中止いたします。 

なお、（１）、（２）、（３）のご請求に当たっては、個人データの重要性に鑑み、ご

請求者（代理人を含む）の本人確認をさせていただきます。ご請求手続の詳細および

ご請求用紙が必要な場合は当組合本支店窓口までお申出ください。 

 

 

８．ご質問・相談・苦情窓口 

当組合では、お客様からのご質問等に適切に取組んで参りますので、個人情報の取扱い等

に関するご質問等につきましては、以下の窓口にお申出ください。 

    十勝信用組合 住所 帯広市大通南 9丁目 18・20 

           代表者 橋場 幸一 

 

     （窓口）営業推進部  Ｔｅｌ 0155-23-1375 

                Ｆａｘ 0155-21-2533 

             以 上 

 



別紙 

個人情報の共同利用先 

 

当組合では、お客様の個人情報について、以下の特定の者と個人情報を共同利用いた

しております。 

 

 

【個人情報の共同利用先】 

北海道信用保証協会 

全国しんくみ保証株式会社 

財団法人北海道勤労者信用基金協会 

全国保証株式会社 

株式会社クレディセゾン 

三井住友カード株式会社 

ＳＭＢＣコンシューマファイナンス株式会社 

三菱 UFJ ニコス株式会社 

株式会社ジャックス 

株式会社オリエントコーポレーション 

株式会社ドコモ・ファイナンス 

株式会社日専連ジェミス 

ＮＣカード株式会社 

アイフル株式会社 

株式会社日本信用情報機構 

株式会社シー・アイ・シー 

・利用目的 

各種融資・ローンの保証業務 

・提供情報の内容 

氏名・住所・生年月日・申込金額・年収・勤務先（事業内容）・勤続年数・家族構 

成・住居状況・返済実績・資産・負債等与信判断に必要な情報 

 ・個人データ管理責任部署 

  営業推進部 

 

以上 

 

 

 

 

 



別紙 

個人情報等保護に係る業務内容ならびに利用目的 

 

【業務内容】 

〇 預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随す

る業務 

〇 保険販売業務、法律により信用組合が営むことができる業務およびこれらに付随

する業務 

〇 その他信用組合が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱

いが認められる業務を含む） 

 

【利用目的（個人番号を含む場合を除く）】 

〇 各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込みの受付のため 

〇 犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づくご本人様の確認等や、金融商品

やサービスをご利用いただく資格等の確認のため 

〇 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため 

〇 融資のお申込みや継続的なご利用等に際しての判断のため 

〇 適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の

判断のため 

〇 与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切

な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため 

〇 他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等

において、委託された当該業務を適切に遂行するため 

〇 お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

〇 市場調査ならびに、データ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービス

の研究や開発のため 

〇 ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

〇 提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため 

〇 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 

〇 組合員資格の確認および管理のため 

〇 その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

（上記の各利用目的のため、当組合のＷｅｂサイト閲覧履歴等の情報を分析し、各

種金融商品・サービスの情報提供や研究開発のために利用する場合があります。） 

 

 

 

 

 



【個人番号の利用目的】 

（１）役職員等（当組合の役職員並びにその配偶者および扶養家族をいう。以下同じ）

に係る事務 

① 給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務 

② 健康保険・厚生年金保険届出事務 

③ 雇用保険届出事務 

④ 労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務 

⑤ 国民年金の第３号被保険者の届出事務 

⑥ 財産形成住宅貯蓄・財産形成年金貯蓄の非課税に関する各種申告、各種届出

事務 

 

（２）顧客等(当組合の個人の顧客および組合員をいう。以下同じ)に係る事務 

① 出資配当金の支払いに関する法定調書作成・提供事務 

② 金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務 

③ 金融商品取引に関する法定調書作成・提供事務 

④ 非課税貯蓄制度等の適用に関する事務 

⑤ 預金保険法に基づく名寄せ・税務調査（犯則調査および滞納処分のための調 

査を含む。）・社会保障における資力調査等に関する事務 

⑥ 預貯金口座付番に関する事務 

⑦ 公金受取口座の登録・変更・抹消等に関する事務 

⑧ 災害時及び相続時における預貯金口座の情報提供に関する事務 

⑨ 本人特定事項及び個人番号の正確性の確保に関する事務 

 

（３）役職員等および顧客等以外の個人に係る事務 

① 報酬・料金等の支払調書作成事務 

② 不動産の使用料等の支払調書作成事務 

③ 不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務 

 

以 上 

 

 

 

 

附則 

令和６年４月１日改訂 

令和６年８月２日改訂 

令和６年１１月１日改訂 

令和７年４月１日改訂 

 

 



【参考】 

法の域外適用・越境移転の在り方 

１．外国への第三者提供を行う場合の対応の強化（法第２４条） 

（改正内容の概要） 

〇 外国にある第三者への個人データの第三者提供を行う際には、原則として

本人の同意を得る必要があるが、その同意を得る際には、あらかじめ、①外

国における個人情報の保護に関する制度、②第三者が講ずる個人情報の保護

のための講ずる個人情報保護措置その他参考となるべき情報を本人に提供し

なければならないとされた（情報提供義務）。 

≪信用組合の対応事項≫ 

➢ 信用組合の場合、外国にある第三者への第三者提供を行う場合（下記（１）

のコメ書きの例外となる場合を除く）には、本人に同意を取得する際に、提

供先国の個人情報保護に関する制度等に関する情報提供を行う必要がありま

す。 

➢ 個人情報の取扱いを委託している場合には、念のため委託先において本規

制の対象となる第三者提供が行われていないかを確認しておくことが望まし

いと思われます。 

 

 

【改正内容の詳細】 

（１）同意を取得する際の情報提供義務（法第２４条第２項） 

外国にある第三者に個人データを提供する場合、法令に基づく場合を除き※、あらかじ

め本人の同意を得る必要がある（法第２４条第１項）。 

改正法では、この同意を得る際には、本人に対し、あらかじめ「当該外国における個人

情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本

人に参考になるべき情報を提供しなければならないとされ、規則にその情報提供すべき内

容が規則で下欄のとおり定められた。 
 

該当箇所 
該当条文（左記該当箇所の条文から個人関連情報の定義に関する

記載を抜粋） 

法第２８条第５

項（新設） 

①当該外国の名称 

②適切かつ合理的な方法により得られた当該外国における個人情

報の保護に関する制度に関する情報 

③当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に関する情報 

   ※ 現行法でも、法第２４条第１項には、例外要件（第三者提供を認める旨の本人の同
意を要しない場合）として、「個人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあ
る個人情報の保護に関する制度を有している外国として個人情報保護委員会規則で定
める外国への第三者提供」（現状は、EU、英国）が定められている。この場合には、そ
もそも外国への第三者提供には当たらないため、本改正による上記情報提供義務の対



象外となる。 
一方、法第２４条第１項には、もうひとつの例外要件として、「基準適合体制整備者」

（個人情報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を整備する先。例えば、CBPR
認証（Cross Border Privacy Rules/APEC 越境プライバシールールシステム）を受け
ている先、委任契約先、同一企業グループ内での移転など）への第三者提供が定めら
れている。この場合には、改正法による上記の情報提供義務は求められないが、法第
２４条第３項に基づき、①当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するため
に必要な措置を講ずること（詳細は規則第１１条の４第１項）、②本人の求めに応じて
当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供すること規則第１１条の４第３項―が
求められる。 

 
 

 （２）情報提供が必要となる事項の具体的な内容について 

①「外国の名称」について 

     外国ガイド※1「5－2（1）」では、当該条文が指す「外国」について、第三者提供先の

外国の名称が示されていれば足りるとしている。また、個人情報保護法制が規律されて

いる場合でも、当該州単位での名称を示すことまでは求めないとしている。 
※1 「外国ガイド」・・・令和 3年 10 月 29 日 個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン 

外国にある第三者への提供編（未施行:令和 4年 4月 1日施行） 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/preliminary_guidelines_offshore/  

 

   ②「適切かつ合理的な方法により得られた当該外国における個人情報の保護に関する制度

に関する情報」 

    －「適切かつ合理的な方法」について 

      外国ガイド「5－2（2）①」では、適切かつ合理的な方法として、（ⅰ）提供先の第三

者に照会する、（ⅱ）日本又は外国の行政機関等が公表している情報を確認する―との

２つの方法が例示されている。（ⅱ）に関し、個人情報保護委員会は、年内をめどに、

３１の国又は地域について調査を行い、一定の情報提供を行うとしている。 

    －「当該外国における個人情報の保護に関する制度に関する情報」について 

      外国ガイド「5－2（2）①」では、外国の制度と我が国の個人情報保護法との間の本

質的な差異を本人が合理的に認識できる情報でなければならないとし、具体的には、

下欄の（ア）～（エ）の観点を踏まえた情報提供を行う必要があるとしている。 

     ＊ 下欄記載の「OECD プライバシーガイドライン８原則」とは、1980 年に OECD（経済協力開発機構）

が定めた原則で、日本を含めた世界中の個人情報の保護に関する制度の原型となっている。具体

的には、①収集制限の原則、②データ内容の原則、③目的明確化の原則、④利用制限の原則、⑤安

全保護措置の原則、⑥公開の原則、⑦個人参加の原則、⑧責任の原則、の８点が定められている。 

項目 外国ガイドにおける記載の概要 

（ア）当該外国に

おける個人情報

の保護に関する

制度の有無 

・ 当該外国に、当該第三者に適用される個人情報の保護に関す

る制度が存在しない場合、その存在しない旨を本人に対して情

報提供を行う。 

（イ）当該外国の

個人情報の保護

に関する制度に

・ 当該外国の制度に個人情報の保護の水準等に関する客観的

な指標となり得る情報が存在する場合、当該指標となり得る情

報を提供すれば足りる。 

（事例 1）当該第三者が所在する外国が GDPR 第４５条に基づく十

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/preliminary_guidelines_offshore/


項目 外国ガイドにおける記載の概要 

ついての指標と

なり得る情報の

存在 

分性認定の取得国であること 

（事例 2）当該第三者が所在する外国が APEC の CBPR システムの加

盟国であること 

（ウ）OECD プライ

バシーガイドラ

イン８原則に対

応する事業者の

義務又は本人の

権利の不存在 

・ 当該外国の制度に OECD プライバシーガイドライン８原則に

対応する事業者の義務又は本人の権利が存在しない場合には、

その内容について本人情報提供をしなければならない（当該外

国の制度に、その全てが含まれている場合にはその旨を伝え

る）。 

（事例 1）個人情報について原則としてあらかじめ特定した利用目

的の範囲内で利用しなければならない旨の制限の不存在 

（事例 2）事業者が保有する個人情報の開示の請求に関する本人の

権利の不存在 

（エ）その他本人

の権利利益に重

大な影響を及ぼ

す可能性のある

制度の存在 

・ 当該外国の制度に、当該外国への越境移転に伴い、本人の権

利利益に重大な影響を及ぼす可能性のある制度が存在する場

合には、当該制度の存在について本人に情報提供をしなければ

ならない。 

（事例 1）事業者に対し政府の情報収集活動への広範な協力義務を

課すことにより、事業者が保有する個人情報について政

府による広範な情報収集が可能となる制度 

（事例 2）事業者が本人からの消去等の請求に対応できないおそれ

がある個人情報の国内保存義務に係る制度 

 

   ③ 「当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置」について 

     外国ガイド「5－2（2）①」では、外国の制度と我が国の個人情報保護法により個人デ

ータの取扱いについて個人情報取扱事業者に求められる措置との間の本質的な差異を本

人が合理的に認識できる情報でなければならないとしている。具体的には、当該外国に

ある第三者において、OECD プライバシーガイドライン８原則に対応する措置（本人の権

利に基づく請求への対応に関する措置を含む。）を講じていない場合には、当該講じてい

ない措置の内容について、本人が合理的に認識できる情報が提供されなければならない。 

なお、提供先の外国にある第三者が、OECD プライバシーガイドライン８原則に対応す

る措置を全て講じている場合には、その旨を本人に情報提供すれば足りるとしている。 

提供先の第三者が利用目的の・通知公表を行っていない場合の情報提供の事例 

「提供先が、概ね個人データの取扱いについて我が国の個人情報取扱事業者に求めら

れる措置と同水準の措置を講じているものの、取得した個人情報についての利用目的

の通知・公表を行っていない」旨の情報提供を行うこと。 

 

 

（３）情報提供の方法について 

 情報提供を行う方法は、規則第１１条の３で、「電磁的記録の提供による方法、書面の

交付による方法その他の適切な方法」とされており、外国ガイド「5－1」では、適切な方

法として下欄のとおり例示されている。 

 



該当箇所 該当条文 

外国ガイド「5

－1」 

①必要な情報を電子メールにより本人に送付する方法   

②必要な情報を記載した書面を本人に直接交付する方法 

③必要な情報を本人に口頭で説明する方法       

④必要な情報をホームページに掲載し、本人に閲覧させる方法（※） 

      ※ ホームページに掲載し、本人閲覧させる方法については、パブコメ（概要）46

番の回答で以下のとおり記載されている 

【パブコメ（概要）４６番】 

個別の事案ごとに判断されますが、改正後の施行規則第１１条の３第２項 

から第４項までの規定により求められる情報が、掲載されたＷｅｂページが

存在する場合に、当該ＷｅｂページのＵＲＬを自社のホームページに掲載し、

当該ＵＲＬに掲載された情報を本人に閲覧させる方法も、改正後の施行規則

第１１条の３第１項における「適切な方法」に該当すると考えられます。 

なお、この場合であっても、例えば、当該ＵＲＬを本人にとって分かりやす

い場所に掲載した上で、同意の可否の判断の前提として、本人に対して当該情

報の確認を明示的に求めるなど、本人が当該ＵＲＬに掲載された情報を閲覧

すると合理的に考えられる形で、情報提供を行う必要があると考えられます。 

 

 

 （４）本人の同意を得ようとする時点において上記情報提供ができない場合等の取扱い   

①本人の同意を得ようとする時点において、提供先の外国が特定できない場合 

標記の場合、「外国の名称」及び「外国における個人情報の保護に関する制度」に関す

る事項に代えて、（ⅰ）当該外国の名称が特定できない旨及びその理由、（ⅱ）当該外国

の名称に代わる本人に参考となるべき情報がある場合には当該情報－について情報提供

を行うこととされるとともに（規則第１１条の３第３項）、その運用の考え方について外

国ガイド「5－3－1」に記載された。 

 

   ②本人の同意を得ようとする時点において、「当該第三者が講ずる個人情報の保護のための

措置」について情報提供できない場合 

     標記の場合、「当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置」について情報提供で

きない旨及びその理由について情報提供を行うこととされるとともに（規則第１１条の

３第４項）、その運用の考え方について外国ガイド「5－3－2」に記載された。 

 



２．外国への第三者提供を行う場合の適用範囲の拡大（法第７５条） 

（改正内容の概要） 

〇 外国において個人関連情報や仮名加工情報を取り扱う場合においても、個

人情報保護法の適用を受けることになった。 

≪信用組合の対応事項≫ 

➢ 外国で当該情報を取り扱う場合に個人情報保護法の適用を受けることに留

意する。 

 

 【改正内容の詳細】 

個人情報取扱事業者等が、国内にある者に対する物品・役務の提供に関連して以下の情報

を外国において取り扱う場合についても個人情報保護法全般の規定が適用する旨が追加され

た。また、外国にある事業者が個人情報等を本人から直接取得して取り扱う場合に限られず、

本人以外の第三者から提供を受けて取り扱う場合についても新たに域外適用の対象となった。 

 

 

外国において取り扱う場合であっても個人情報保護法の適用を受ける情報 

（下線部が本改正による追記部分） 

①国内にある者を本人とする個人情報 

②①として取得されることとなる個人関連情報 

③①を用いて作成された仮名加工情報 

④①を用いて作成された匿名加工情報 

 

 
 

 

 

 

 

 



 
 

 



 


